
（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項
）

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づ

き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書

面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無に

かかわらず、株主のみなさまに電子提供措置事項から上記

事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

１．業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務な

らびに当該会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制についての

決定内容の概要は以下のとおりであります。

(1) 当社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

イ 当社の役員および使用人が、高い倫理観をもって企業活動を推進し、企業の社会的責任を遂

行するにあたり遵守すべき行動原則を定めたグループ企業行動憲章および企業行動基準を制

定し、その周知徹底を図ります。

ロ 取締役は、取締役会の一員として他の取締役の職務執行を相互に監視・監督しますが、併せ

て社外取締役を設置し、外部の見識を採り入れた議論を行うことにより、取締役の職務執行

の相互監視・監督機能の維持、向上を図り、適法性を確保します。

ハ 監査等委員である取締役（以下「監査等委員」という。）は、監査等委員会が定めた監査等

委員会監査等基準に基づき、取締役会への出席、業務執行状況の調査等を通じ、取締役（監

査等委員を除く。）の職務執行が法令、定款および社内規程等に適合しているか、監査を行

います。

ニ コンプライアンス体制の確立を図るため、社内規程を役員および使用人が常時閲覧可能な状

態に置くとともに、コンプライアンス担当部署は、各部門が適正な業務運営にあたるよう指

導および助言を行います。

ホ 内部監査室は、内部監査規程に基づき、各部門の業務全般に係る統制状況等の監査を定期的

に実施し、代表取締役および監査等委員会に報告を行い、是正・改善の必要がある場合は、

その対策を講じるように指導を行います。

ヘ 反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で対応し一切の関係を遮断することを基本方針と

し、グループ企業行動憲章および企業行動基準により社内に周知徹底を図ります。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

当社は、法令、社内規程に基づき、重要な会議の議事録等、取締役の職務執行に係る情報は遅

滞なく文書化し、情報漏洩防止にも留意の上、適正に保存および管理を行います。

(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、当社に対して、直接または間接に経済的損失を及ぼす可能性、事業の継続を中断、停

止させる可能性および信用を毀損し、企業イメージを失墜させる可能性のあるリスクを洗い出

し、定期的に分析と見直しを行うことにより、リスク管理体制を構築します。

(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、毎月の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法定決議事項のほ

か重要な経営方針、重要な業務執行に関する事項の決定を行います。取締役会の決定に基づく業

務執行については、組織規程、業務分掌規程および職務権限規程に則り、取締役（監査等委員を

除く。）の業務執行が効率的に行われる仕組みを確保します。また、業務執行の迅速化と柔軟な

業務執行体制を構築するため、執行役員制度を導入するとともに、経営の意思疎通を図るため

に、取締役、執行役員を主たるメンバーとして毎月グループ経営戦略会議を開催します。

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

・当社グループ会社に対する管理については、関係会社管理規程に基づき、注意深く管理を行

い、グループ会社の業務の適正化のために対処すべき事項については、当社の所管部門が速

やかに必要な対策、支援を講じます。

・当社の国内子会社については、当社の取締役（監査等委員を除く。）が子会社の取締役を兼

務し、取締役会への出席等を通じて職務の執行状況の監督に努めるとともに、一部の子会社

については業務執行取締役を兼務し、職務の執行を行っています。また、当社の海外子会社
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については、当社の代表取締役が定期的に職務の執行状況の報告を受け、また必要に応じて

海外子会社を巡回するなどして職務の執行状況の監督に努めています。これらの当社の取締

役（監査等委員を除く。）より、子会社の職務の執行状況およびその他経営上の重要事項に

ついては、毎月の当社の定時取締役会およびグループ経営戦略会議において報告を行いま

す。

ロ 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社グループ会社においては、原則として、当該グループ会社に対して、直接または間接に

経済的損失を及ぼす可能性、事業の継続を中断、停止させる可能性および信用を毀損し、企

業イメージを失墜させる可能性のあるリスクを洗い出し、定期的に分析と見直しを行うこと

により、リスク管理体制を構築します。なお、これらグループ会社のリスク情報について

は、必要に応じて当社の取締役より、当社の取締役会およびグループ経営戦略会議において

報告を行います。

ハ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社および当社グループ会社取締役は、当社グループ全体の最適を考慮した意思決定を行い

ます。

・当社および当社グループ会社は、グループ各社の事業遂行のためのグループ年度計画および

複数事業年度を期間とする中期経営計画を策定し、連結ベースでの目標数値を設定します。

・当社グループ会社の事業内容および規模等に応じ、組織、指揮命令系統および権限の行使等

において適正な社内管理体制を構築し、取締役等（監査等委員を除く。）の業務執行が効率

的に行われる仕組みを確保します。

ニ 子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた

めの体制

・グループ企業行動憲章および企業行動基準は、当社グループ会社にも適用されており、その

周知徹底を図ります。

・当社のコンプライアンス担当部署は、当社グループのコンプライアンス体制の総合的な確立

を目指し、当社グループ会社についても適正な業務運営にあたるよう補佐を行います。

・当社の監査等委員は、監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に基づき、当社グルー

プ会社に対し内部統制システムを用いた監査および往査を実施します。

・当社の内部監査室は、内部監査規程に基づき、当社グループ会社の業務全般に係る統制状況

等の監査を定期的に実施し、代表取締役および当社の監査等委員会に報告を行い、是正・改

善の必要がある場合は、その対策を講じるように指導を行います。

(6) 当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項ならびに当該使用人の他の取締役

（監査等委員を除く。）からの独立性および監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効性

の確保に関する事項

当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、必要な知識・能力を備えた総務人事部に所

属する使用人とし、監査等委員は必要に応じて同部に所属する使用人に対し監査業務に必要な事

項を命令することができることとします。また、監査等委員より監査業務に必要な命令を受けて

監査業務を行う使用人は、その命令の範囲に属する業務に関して、取締役（監査等委員を除

く。）の指揮命令を受けないこととします。

なお、当該使用人の人事異動、人事考課および懲戒処分は、監査等委員会の事前の同意を得る

こととします。

(7) 当社および子会社の監査等委員会への報告に関する体制

イ 当社および当社グループ会社の役員および使用人等は、重大な法令、定款違反および不正行

為の事実、または会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知ったときは、速やかに当社

の監査等委員会に報告します。

ロ 当社グループ会社の監査役は、当該グループ会社の監査役監査の結果等について、当社の監

査等委員会に報告し、情報の共有を図ります。
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(8) 当社の監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制

当社は、当社の監査等委員会に報告を行った当社および当社グループ会社の役員および使用人

等に対し、当該報告をしたことを理由として、不利な取扱いを行うことを禁止します。

(9) 当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務

の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

イ 当社は、監査等委員の職務執行について必要な費用等を支弁するため、毎年、一定額の予算

を設定します。

ロ 当社は、監査等委員がその職務執行について、当社に対し、会社法第399条の２第４項に基　　　

づく費用の前払い等を請求したときは、当該監査等委員の職務執行に必要でないと認められ

た場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理します。

(10)その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社の監査等委員は、取締役会、グループ経営戦略会議など重要会議への出席、代表取締役と

の定期意見交換、取締役（監査等委員を除く。）、執行役員に対するヒアリング、内部監査の結

果、起案書、報告書の閲覧などを通して会社の状況を把握します。また、当社の監査等委員は、

取締役、会計監査人および内部監査室と定期的に意見交換を行い、監査等委員会の監査の実効性

を確保します。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、上記の基本方針に基づき、内部統制システムの整備および運用状況について継続的に確

認を行い、その適切な運用に努めております。当連結会計年度における業務の適正を確保するため

の体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

①当社グループの企業行動憲章および企業行動基準については、定期的に実施している社内研修等

で周知徹底を図り、引き続きその浸透に努めております。

②当社および当社グループ会社において、分析、評価している経営リスクについて、定期的な見直

しを行い、経営リスクを再評価することによりリスク管理体制を構築しております。

③当社の取締役会は毎月の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、スピーディ

ーに重要事項を討議し、意思決定を行うとともに、適切に取締役の職務執行を監督・監視してお

ります。また、業務執行については、取締役、執行役員を主たるメンバーとして毎月グループ経

営戦略会議を開催し、業務執行状況と経営方針等の情報共有を図っております。

④当社の子会社の職務の執行状況およびその他経営上の重要事項については、子会社の担当取締役

より、毎月の当社の定時取締役会およびグループ経営戦略会議において報告を行い、情報の共有

を図っております。

⑤監査等委員は、監査等委員会において策定した監査方針、業務分担等に基づき、代表取締役との

間で定期的なミーティングを開催するなど事業別・部門別の現況等のヒアリングを行うほか、重

要会議への出席、各支店、各部門へのヒアリングおよび往査、子会社調査を実施しております。

会計監査人との関係においては、定期的にミーティングを行い、監査計画および監査結果等につ

いて情報交換ならびに意見交換を行うなど連携を図っております。監査等委員は、これらの活動

を通じて経営課題の把握に努め、監査に関する重要な事項について、毎月開催する監査等委員会

に報告し、協議を行っております。

また、監査等委員は内部監査室とともに、定期的に内部統制部門との間で、相互の情報交換な

らびに意見交換を行うなど連携を図っており、財務報告に係る内部統制の整備および運用が有効

に機能するように、独立的な立場から監視し、必要に応じて提言を行っております。
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（ 2024年４月１日から

2025年３月31日まで ）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 351,317 429,830 14,512,614 △343,784 14,949,977

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,964,252 △1,964,252

親会社株主に帰属する当期純利益 3,583,562 3,583,562

自 己 株 式 の 取 得 △263,620 △263,620

自 己 株 式 の 処 分 140,655 122,964 263,620

自 己 株 式 の 消 却 △217,735 217,735 －

株主資本以外の項目の当連結

会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － △77,080 1,619,309 77,080 1,619,309

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 351,317 352,750 16,131,924 △266,704 16,569,287

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純 資 産 合 計
その他有価証券

評 価 差 額 金

為 替 換 算

調 整 勘 定

その他の包括利益

累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,372,176 94,708 1,466,885 3,578 16,420,441

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,964,252

親会社株主に帰属する当期純利益 3,583,562

自 己 株 式 の 取 得 △263,620

自 己 株 式 の 処 分 263,620

自 己 株 式 の 消 却 －

株主資本以外の項目の当連結

会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )
△234,943 37,629 △197,313 △334 △197,648

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △234,943 37,629 △197,313 △334 1,421,661

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,137,233 132,338 1,269,571 3,243 17,842,102

連結株主資本等変動計算書

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
①　連結子会社の数 14社
②　連結子会社の名称 株式会社ＨＲビジョン

株式会社カラフルカンパニー
株式会社ワークプロジェクト
ジャンプ株式会社
株式会社クイックケアジョブズ
株式会社キャリアシステム
QUICK USA,Inc.
上海クイック有限公司
QUICK GLOBAL MEXICO,S.A.DE C.V.
Centre People Appointments Ltd
QUICK VIETNAM CO.,LTD.
QHR Holdings Co.,Ltd.
QHR Recruitment Co.,Ltd.
Centre People Appointments B.V.

③　連結範囲の変更 　前連結会計年度において連結子会社でありました上海クイック人材サ
ービス有限公司は清算したため、連結の範囲から除いております。

(2) 持分法の適用に関する事項
　持分法適用会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、QUICK USA,Inc.、上海クイック有限公司、QUICK GLOBAL MEXICO,S.A.DE C.V.、
Centre People Appointments Ltd、QUICK VIETNAM CO.,LTD.、QHR Holdings Co.,Ltd.、QHR Recruitment 
Co.,Ltd.及びCentre People Appointments B.V.の決算日は12月末日であります。
　連結計算書類の作成に当たっては、決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日まで
の期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
　有価証券
その他有価証券
イ．市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

ロ．市場価格のない株式等
　主として移動平均法による原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、建
物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　また、在外連結子会社は主に定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物　　　　　８年～65年
　車両運搬具　　　　　　　４年～５年
　工具、器具及び備品　　　５年～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、主として社内における
利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しており
ます。

ハ．役員賞与引当金 　役員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。
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有形固定資産の減価償却累計額 1,266,375千円

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 19,098千株 －　千株 247千株 18,850千株

④　退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
なお、当社及び一部の連結子会社は、確定拠出型の年金制度を設けております。

⑤　収益及び費用の計上基準
約束したサービスの提供及び商品の販売等については、顧客への提供及び顧客へ引き渡された時点で、

顧客が当該サービス及び当該商品に対する支配を獲得して充足されることから、当該時点で収益を認識し
ております。
また、顧客との約束が財又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である

場合には、代理人として純額で収益を認識しております。
なお、契約上、返金義務のあるものに関しては、過去の返金実績より返金額を見積り返金負債とし、取

引価格からその金額を控除し、収益を測定することとしております。
主なサービスにおける履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点は以下のとおりです。

イ．人材紹介（人材サービス事業）

転職希望者が顧客である求人企業等に入社した時点で履行義務が充足されるため、同時点で収益を
認識しております。なお、契約上、返金義務のあるものに関しては、過去の返金実績より返金額を見
積り、当該金額を返金負債として計上し売上から控除しております。

ロ．人材派遣（人材サービス事業）
顧客との契約内容により期間の経過に基づき労働の提供の履行義務が充足されるため、派遣期間の

稼働実績に応じて収益を認識しております。
ハ．求人広告の広告代理（リクルーティング事業）

インターネット上の求人情報サイトや求人情報誌等の求人メディアを発行・運営する企業（出版
元）に求人広告を取次いでおり、求人広告の掲載開始時点や求人広告が利用者に閲覧された時点で履
行義務が充足されるため、同時点で収益を認識しております。なお、顧客への財又はサービスの提供
における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から取引先に支払う額
を控除した純額で収益を認識しております。

ニ．地域情報誌の出版（地域情報サービス事業）
顧客企業から出稿された各種広告を情報誌に掲載することで広告収入を得ており、顧客企業の求人

広告等が地域情報誌に掲載開始された時点で履行義務が充足されるため、同時点で収益を認識してお
ります。

ホ．人事・労務に関する情報ポータルサイトの企画・運営（HRプラットフォーム事業）
研修やコンサルティング等の人事サービスを提供する企業の商品やイベント等の情報を当社グルー

プが運営するインターネットサイトへ掲載することにより、会員である企業経営者・人事担当者に対
して人事労務に関する最新情報の提供やイベント等の集客を行い、その対価として顧客企業より広告
収入を得ており、情報の掲載により履行義務が充足されるため、掲載期間に応じて収益を認識してお
ります。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間又は10年間で均等償却しております。

２．会計方針の変更に関する注記
　　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改
正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-
３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取
扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類
における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用して
おります。

３．連結貸借対照表に関する注記

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

　（注）普通株式の発行済株式総数の減少247千株は、自己株式の消却によるものであります。
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株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 391千株 140千株 387千株 143千株

決　　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基　準　日 効力発生日

2024年６月21日
定時株主総会

普通株式 1,085,015千円 58.00円 2024年３月31日 2024年６月24日

2024年10月31日
取締役会

普通株式 879,236千円 47.00円 2024年９月30日 2024年12月２日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基　準　日 効力発生日

2025年６月20日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 923,511千円 49.00円 2025年３月31日 2025年６月23日

(2) 自己株式の数に関する事項

　（注）１．普通株式の自己株式の株式数には、株式付与ESOP信託が保有する当社株式（当連結会計年度期首
－千株、当連結会計年度末140千株）が含まれております。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加140千株は、株式付与ESOP信託による当社株式の取得によるも
のであります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少387千株は、自己株式の消却247千株、株式付与ESOP信託による
自己株式の処分140千株によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　（注）2025年６月20日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式付与ESOP信託が保有する当社株式に

対する配当金6,860千円が含まれております。

５．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、短期及び長期的な運転資金等について
は銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。デリバティブ取引は、将来の金利の変動に
よるリスク回避を目的として行うことがありますが、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

また、投資有価証券は主として業務上の関係を有する企業の株式であり、上場株式については市場価格
の変動リスクに晒されており、非上場株式については当該企業の財務状況の悪化等によるリスクを有して
おります。

敷金は、主にオフィスの賃貸借契約に伴うものであり、差入先の信用リスクに晒されております。

買掛金、未払金、未払法人税等は短期間で決済されるものであります。

借入金の使途は主として運転資金であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスクの管理

取引先に対する営業債権については、与信限度管理規程に沿ってリスク低減を図っており、各事業
部門において財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

敷金については、貸主及び取引先の財務状況の悪化などによる信用リスクの調査を含め、回収懸念
の早期発見及び把握に努めております。

デリバティブ取引については、取引相手先を信用度の高い金融機関に限定しているため信用リスク
はほとんどないと認識しております。

ロ．市場リスクの管理

投資有価証券については、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っており、非上場株式
については定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従

い、実需の範囲で資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行うこととしております。

ハ．資金調達に係る流動性リスクの管理

資金担当部門が資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リスク
を管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表
計　　上　　額

時価 差額

(1)　受取手形及び売掛金 3,894,008 3,894,008 －

(2)　投資有価証券（＊） 1,754,465 1,754,465 －

(3)　敷金 803,568 781,435 △22,133

資産計 6,452,042 6,429,909 △22,133

(1)　買掛金 1,419,419 1,419,419 －

(2)　短期借入金 119,999 119,999 －

(3)　未払金 1,330,959 1,330,959 －

(4)　未払法人税等 1,432,501 1,432,501 －

負債計 4,302,879 4,302,879 －

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
　株式 1,754,465 － － 1,754,465

資産計 1,754,465 － － 1,754,465

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形及び売掛金
敷金

－
－

3,894,008
781,435

－
－

3,894,008
781,435

資産計 － 4,675,443 － 4,675,443

買掛金
短期借入金
未払金
未払法人税等

－
－
－
－

1,419,419
119,999

1,330,959
1,432,501

－
－
－
－

1,419,419
119,999

1,330,959
1,432,501

負債計 － 4,302,879 － 4,302,879

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。「現金及び預金」に
ついては、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであること
から、記載を省略しております。

（単位：千円）

（＊）非上場株式等（連結貸借対照表計上額8,200千円）は、市場価格がないため、「(2)投資有価証券」には含
めておりません。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：千円）

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。

受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おり、レベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント

人材サービス事業 リクルーティング事業 地域情報サービス事業 HRプラットフォーム事業 海 外 事 業 計

売上高

　顧客との契約か
　ら生じる収益

22,744,267 3,430,314 2,670,290 1,247,145 2,408,999 32,501,017

敷金
敷金の時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローと、返還期日までの期間

を加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
買掛金、短期借入金、未払金並びに未払法人税等

これらは短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おり、レベル２の時価に分類しております。

６．賃貸等不動産に関する注記
該当事項はありません。

７．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基盤となる情報
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「(4) 会計方針に関する事項 ⑤ 

収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
流動負債その他のうち、契約負債の金額は、以下のとおりであります。

契約負債　　　277,422千円

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 953円58銭
(2) １株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 191円56銭
（注）１．「１株当たり純資産額」の算定上、「株式付与ESOP信託」が保有する当社株式を期末発行済株式

総数から控除する自己株式に含めております（当連結会計年度140千株）。
２．「１株当たり当期純利益」の算定上、「株式付与ESOP信託」が保有する当社株式を期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に含めております（当連結会計年度４千株）。

９．重要な後発事象に関する注記
　　（投資有価証券の売却）

　当社は、2025年４月28日に開催された取締役会において、当社が保有する投資有価証券の一部を売却する
ことを決議いたしました。

１．投資有価証券の売却理由
コーポレートガバナンス・コードに基づく政策保有株式の見直しによる資産効率の向上及び財務体質の強

化を図るため。
２．投資有価証券の売却内容
(1) 売却株式

当社が保有する上場有価証券の一部
(2) 投資有価証券売却益の発生時期

2026年３月末日まで（予定）
(3) 投資有価証券売却益

約1,070百万円（見込み）
※上記の投資有価証券売却益は、現在の当該有価証券の株価等から算出した見込額であり、変動する場合が
あります。

10．その他の注記
（追加情報）
（株式付与ESOP信託）
当社は、2025年２月28日開催の取締役会決議に基づき、当社の従業員（以下、「従業員」という。）を対

象とした従業員向け株式インセンティブ・プラン「株式付与ESOP信託」を導入しております。
（1）取引の概要

本制度では、株式付与ESOP（Employee Stock Ownership Plan）信託（以下「ESOP信託」という。）と称
される仕組みを採用しております。従業員向け株式インセンティブ・プランとしてESOP信託が取得した当
社株式を予め定める株式交付規程に基づき、一定の要件を充足する従業員に交付するものです。
ESOP信託の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を収受することができるた
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 取得の対価　　現金及び預金 260,043千円

 取得原価 260,043千円

 固定資産 　84,953千円

 資産合計 　84,953千円

 流動負債 　16,762千円

 負債合計 　16,762千円

め、株価を意識した業務遂行を促すとともに、従業員の勤労意欲を高める効果が期待できます。また、
ESOP信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権行使は、受益者候補である従業員の意思が反映される
仕組みであり、従業員の経営参画を促す企業価値向上プランとして有効であります。
　制度開始日は2025年４月１日としております。

（2）信託が保有する当社株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に

自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度263,620千円、
140千株であります。

（企業結合等関係）
取得による企業結合
（事業譲受）
１．事業譲受の概要
(1）相手企業の名称及びその事業の内容

相手企業の名称　　株式会社キャリタス
事業内容　　　　　キャリタス看護事業

(2）事業譲受を行った主な理由
当社が持つ看護師の中途採用支援に関するノウハウと、キャリタス看護事業の新卒採用支援に関するノウ

ハウや顧客資産を連携させることで、当社の看護師領域サービスのさらなる成長が可能であると判断したた
め。

(3）事業譲受日
2024年５月９日

(4）事業譲受の法的形式
現金を対価とする事業譲受

２．譲受事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

３．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等　　　4,816千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1）発生したのれんの金額

191,852千円
(2）発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。
(3）償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却
５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
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（ 2024年４月１日から

2025年３月31日まで ）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本

準 備 金

そ の 他

資 本

剰 余 金

資 本

剰 余 金

合 計

利 益

準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益

剰 余 金

合 計
別 途

積 立 金

繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 351,317 271,628 196,194 467,823 16,643 8,150,000 3,742,631 11,909,274

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,964,252 △1,964,252

別 途 積 立 金 の 積 立 800,000 △800,000 －

当 期 純 利 益 3,173,246 3,173,246

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 140,655 140,655

自 己 株 式 の 消 却 △217,735 △217,735

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △77,080 △77,080 － 800,000 408,994 1,208,994

当 期 末 残 高 351,317 271,628 119,114 390,742 16,643 8,950,000 4,151,625 13,118,268

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △343,784 12,384,630 1,372,176 1,372,176 13,756,807

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,964,252 △1,964,252

別 途 積 立 金 の 積 立 － －

当 期 純 利 益 3,173,246 3,173,246

自 己 株 式 の 取 得 △263,620 △263,620 △263,620

自 己 株 式 の 処 分 122,964 263,620 263,620

自 己 株 式 の 消 却 217,735 － －

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )
△234,943 △234,943 △234,943

当 期 変 動 額 合 計 77,080 1,208,994 △234,943 △234,943 974,050

当 期 末 残 高 △266,704 13,593,624 1,137,233 1,137,233 14,730,857

株主資本等変動計算書

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式　　　　　　 　移動平均法による原価法
②　その他有価証券
イ．市場価格のない株式等以外のもの　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法により算定）
ロ．市場価格のない株式等 　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　　　　　　定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　　　　　　　　　　８年～22年
　構築物　　　　　　　　　15年
　工具、器具及び備品　　　５年～15年

②　無形固定資産　　　　　　　　　　　定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づいております。
(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上してお
ります。

③　役員賞与引当金 　役員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しており
ます。

(4) 収益及び費用の計上基準
約束したサービスの提供及び商品の販売等については、顧客への提供及び顧客へ引き渡された時点で、

顧客が当該サービス及び当該商品に対する支配を獲得して充足されることから、当該時点で収益を認識し
ております。
また、顧客との約束が財又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である

場合には、代理人として純額で収益を認識しております。
なお、契約上、返金義務のあるものに関しては、過去の返金実績より返金額を見積り返金負債とし、

取引価格からその金額を控除し、収益を測定することとしております。
主なサービスにおける履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点は以下のとおりです。

①　人材紹介（人材サービス事業）
転職希望者が顧客である求人企業等に入社した時点で履行義務が充足されるため、同時点で収益を認識

しております。なお、契約上、返金義務のあるものに関しては、過去の返金実績より返金額を見積り、当
該金額を返金負債として計上し売上から控除しております。

②　求人広告の広告代理（リクルーティング事業）
インターネット上の求人情報サイトや求人情報誌等の求人メディアを発行・運営する企業（出版元）に

求人広告を取次いでおり、求人広告の掲載開始時点や求人広告が利用者に閲覧された時点で履行義務が充
足されるため、同時点で収益を認識しております。なお、顧客への財又はサービスの提供における当社の
役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から取引先に支払う額を控除した純額で収
益を認識しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、10年間で均等償却しております。

２．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。)等を当事業年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っております。
なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 460,651千円

①　短期金銭債権 630,796千円

②　長期金銭債権 31,676千円

③　短期金銭債務 19,402千円

①　売上高 14,247千円

②　仕入高 66,454千円

③　販売費及び一般管理費 8,745千円

④　営業取引以外の取引高

　　　受取配当金 476,579千円

　　　受取指導料等 220,504千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 391千株 140千株 387千株 143千株

繰延税金資産
　賞与引当金 212,598千円
　未払社会保険料 32,104千円
　未払事業税 60,915千円
　返金負債 12,017千円
　貸倒引当金 4,188千円
　減価償却費超過額 160,689千円
　関係会社株式評価損 94,093千円
　資産除去債務 60,786千円
　資産調整勘定 71,100千円
　その他 83,915千円
繰延税金資産　合計 792,410千円
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △522,240千円
　資産除去債務 △47,855千円
　その他 △324千円
繰延税金負債　合計 △570,420千円
繰延税金資産の純額 221,990千円

３．貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．普通株式の自己株式の株式数には、株式付与ESOP信託が保有する当社株式(当事業年度期首－千株、
当事業年度末140千株)が含まれております。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の増加140千株は、株式付与ESOP信託による当社株式の取得によるもの
であります。

　　　３．普通株式の自己株式の株式数の減少387千株は、自己株式の消却247千株、株式付与ESOP信託による自
己株式の処分140千株によるものであります。

６．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したこと

に伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりま
した。
これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産

及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.58％から31.47％に変更し計算しております。
なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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１年内 627,803千円
１年超 874,951千円
　合計 1,502,754千円

種 類 会 社 等 の 名 称

議決権等の所有

( 被 所 有 )

割 合

取 引 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 株 式 会 社 Ｈ Ｒ ビ ジ ョ ン
所有

直接100.0％

経営指導料の受取

(注)２､３

43,200千円 未 収 入 金 3,960千円

子会社 株式会社カラフルカンパニー
所有

直接100.0％

経営指導料の受取

(注)２､３

44,400千円 未 収 入 金 4,070千円

子会社 株式会社ワークプロジェクト
所有

直接100.0％

資金の貸付(注)１

資金の回収(注)１

利息の受取(注)１

経営指導料の受取

(注)２､３

300,000

300,000

4,483

28,800

千円

千円

千円

千円

短 期 貸 付 金

－

未 収 入 金

300,000

－

2,640

千円

千円

千円

子会社 株式会社クイックケアジョブズ
所有

直接100.0％

経営指導料の受取

(注)２､３

51,600千円 未 収 入 金 4,730千円

(1) １株当たり純資産額 787円44銭
(2) １株当たり当期純利益 169円63銭

７．リースにより使用する固定資産に関する注記
(1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）の適用初年度開始前のリース取引はありませ
ん。なお、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約（3,000千円未満のも
のがあります）により使用しております。

(2) オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

８．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

（注）１．子会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
２．経営指導の金額については、グループ会社経営管理のための当社の必要経費を基準としております。
３．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。

９．収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　７．収益認識に関す
る注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

（注）１．「１株当たり純資産額」の算定上、「株式付与ESOP信託」が保有する当社株式を期末発行済株式
総数から控除する自己株式に含めております（当事業年度140千株）。

２．「１株当たり当期純利益」の算定上、「株式付与ESOP信託」が保有する当社株式を期中平均株式
数の計算において控除する自己株式に含めております（当事業年度４千株）。

11．重要な後発事象に関する注記
（投資有価証券の売却)
投資有価証券の売却は、「連結注記表　９. 重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載している

ため、記載を省略しております。

12．その他の注記
（追加情報）
（株式付与ESOP信託)
株式付与ESOP信託は、「連結注記表　10. その他の注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略

しております。
（企業結合等関係)
企業結合等関係は、「連結注記表　10. その他の注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略し

ております。
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